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運輸成績

設備投資等の状況

資金調達の状況

81,556

260,114

13,382（千円）

（千円） 3,627,075

22,450,186

定 期

運 輸 雑 収

営業日数(日）

29,768,100 82,632

144,139

60,942

4,884,674

16.0営 業 キ ロ

（人）

イ

8,705,241

8,455,000

3,570,325

22,243,709

旅

客

人

員

第 32 期 （ 2017 年 度 ）

収 入 合 計 23,849

（人）

23,164

定 期

（人）

（千円）合 計

定 期 外

（千円）

9,781 9,937

30,160,680

－

－

365

16.0

52,610,866

第 33 期 （ 2018 年 度 ）

年 間 日 平 均 年 間 日 平 均

52,011,809 142,498

365 －

－

②

61,507

定 期 外

合 計

（千円） 712250,241 685

4,930,058 13,507

23,444

運

輸

収

入

8,817,248 24,156

当事業年度中において実施いたしました設備投資の総額は24億73百万円でありま
す。

その主なものは運輸管理システム8億33百万円、立川南駅駅舎改修3億10百万円、
ATO地上装置(制御部更新)2億42百万円、デジタル列車無線設備(中央装置･駅装置)1
億81百万円などであります。主な固定資産の除却は、運輸管理システム、ATO地上装
置(制御部更新)、列車無線設備(地上装置･車上装置)、伝送路設備(LAN装置)などで
あります。

8,557,134

③

　当期は新規資金調達はありません。
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対処すべき課題

財産及び損益の状況の推移

年　度

区　分

(注) 1

2

第21期より「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」(企業会計基準第５号 平成17年12

月9日)及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適用指針」 (企業会計基準適

用指針第８号　平成17年12月9日)を適用しております。

1株当たり当期純利益は、期中平均株式数で計算しております。

純 資 産 額

74,549,538 74,299,83275,825,309

30,949,717

852,661

1,074.77 845.24

33,958,689

31,743.11

73,396,662

33,663.12

1,390,935

8,817,248

1,749,525

8,619,191

1,729,191

8,452,956

1,385,604

1,160,754 1,072,096

（2017年度）（2015年度）

第30期

営 業 収 益

（千円）

8,705,241

1,084,213

(2)

純 資 産 額 （千円）

当期純利益

総 資 産 額

（千円）

（千円）

経 常 利 益

１株当たり

30,680.34　（円） 32,817.88
１株当たり

当期純利益
1,150.65　（円） 1,062.76

④

当社はこれまで多摩地域に密着した公共交通機関として着実に成長してまいりまし

た。当社沿線では、2017年10月に立飛駅西側に「アリーナ立川立飛」、2018年3月には

多摩動物公園駅東側に「京王あそびの森HUGHUG（ハグハグ）」が開業するなど引き続き

開発が進展しております。さらに、立川基地跡地関連地区（A2・A3）では、2020年春に

ホテルや大型ホール、商業施設等を備えた大規模複合地区「GREEN SPRINGS」の開業が

予定されているなど、今後も乗客数の増加が見込まれます。

一方、開業から20年が経過し、経年化に伴う施設・設備の大規模更新や、沿線開発に

伴う乗客数の増加、少子高齢化の進行等社会環境の変化に対応する必要があります。ま

た、国の交通政策審議会答申において「地域の成長に応じた鉄道ネットワークの充実に

資するプロジェクト」と位置付けられた当社線の延伸については、事業採算性等を検討

する東京都を中心とした連絡調整会議等に参加し適切に対応してまいります。

本年2月及び3月に、長時間にわたる輸送障害を発生させ、お客様に多大なご迷惑をお

掛けしました。当社はこのことを深く反省し、安全運行の確保に向け業務の総点検等を

実施しており、あらゆる面から業務の見直しを進めてまいります。

さらに、多摩都市モノレールの安全運行を支え、自立的な会社経営を将来にわたり継

続していくためには、技術力の継承、社員の自主性・自律性の向上といった人材育成や

社員確保の取組を計画的に進めてまいります。

当社では、経営理念及び長期経営方針に基づき2018年6月に「多摩都市モノレール中

期経営計画2018～2021」を策定しました。この計画に基づき全社一丸となって事業に邁

進し、長期的に安定し自立的で持続的な経営を可能とする礎を築いてまいります。

第31期

（2016年度）

32,021,814 33,106,028

（千円）

第33期（当期）

（2018年度）

第32期
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主要な事業内容

軌道法に基づく一般運輸業

主要な営業所

本社　　　東京都立川市

従業員の状況(2019年3月31日現在)

主要な借入先

その他企業の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。

△6名 38.5歳

5,538,000

218名

東 京 都

(3)

(4)

(5)

平均年齢

借　　入　　先

(7)

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 1,567,024

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行 563,732

従業員数

株 式 会 社 日 本 政 策 投 資 銀 行

17,360,000

前年度末比増減

(6)

（2019年3月31日現在）

（単位：千円）

借    入    金    残    高

平均勤続年数

7.22年
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2 会社の状況に関する事項(2019年3月31日現在)

株式に関する事項

① 発行可能株式総数

② 発行済株式の総数

③ 株主数

④ 大株主

東京電力エナジーパートナー株式会社

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行

八 王 子 市

当 社 へ の 出 資 状 況

79.87

4.71

805,704

47,520

持株数  (株) 出資比率　(％)

0.66

0.66

1.05

0.66

0.66

0.73

0.66

西 武 鉄 道 株 式 会 社

6,612

6,612

6,612

6,612

立 川 市

日 野 市

東 大 和 市

多 摩 市

京 王 電 鉄 株 式 会 社

(1)

26,400

31,680

2.62

3.14

1,008,780 株

1,008,780 株

 22 名

株 主 名

東 京 都

7,392

1.15

10,560

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行

6,612

11,616

15,840 1.57小 田 急 電 鉄 株 式 会 社

株 式 会 社 三 菱 Ｕ Ｆ Ｊ 銀 行
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(2) 会社役員に関する事項

東京都財務局長

東京都都市整備局長

東京都技監（建設局長兼務）

京王電鉄株式会社常務取締役

小田急電鉄株式会社常務取締役執行役員

株式会社みずほ銀行公務部長

東京都都市整備局総務部長

1 取締役 飯田則昭から阿部裕行までの各氏は、会社法第2条第15号に定める社外取締役であります。

2

3 当事業年度中の取締役及び監査役の異動は、次のとおりであります。

(3) 会計監査人の状況

会計監査人の名称

多 摩 市 長

井 戸 明

武 市 敬

取 締 役

取 締 役

西武鉄道株式会社取締役常務執行役員

非常勤

非常勤

阿部 裕行

飯田 則昭

日 野 市 長

尾崎 保夫

仲岡 一紀

取 締 役

立 川 市 長

取 締 役

東大和市長

非常勤

清水 庄平

大坪 冬彦

取締役 髙橋泰三氏が辞任し、2018年6月29日付けで仲岡一紀氏が取締役に就任いたしました。

取締役 邊見隆士氏が辞任し、2018年6月29日付けで佐藤伸朗氏が取締役に就任いたしました。

(2)

非常勤

監査役 髙橋滋之、足助紀彦の各氏は、会社法第2条第16号に定める社外監査役であります。

非常勤監 査 役

足 助 紀 彦監 査 役

有限責任監査法人トーマツ

取 締 役 非常勤

（注）

髙 橋 滋 之

桜 井 政 人

取締役 西倉鉄也氏は2019年3月31日付けで辞任いたしました。

監 査 役

(1)

(3)

主 な 兼 職氏 名

石 森 孝 志

佐 藤 伸 朗

五 十嵐 秀

八王子市長

醍醐 勇司

西倉 鉄也

常勤または

非常勤の別

常 勤常務取締役

地 位

代表取締役

非常勤

非常勤

取 締 役

取 締 役

非常勤

社 長
常 勤

取 締 役 非常勤

常 勤

取 締 役

取 締 役

非常勤

取 締 役 非常勤

非常勤
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(4)   
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33

2018 4 1

2019 3 31
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（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

繰 延 税 金 資 産 278,207

33,958,689

資 産 合 計 73,396,662 73,396,662

出 資 金 50

繰 越 利 益 剰 余 金 7,935,390長 期 前 払 費 用 130,857

そ の 他 31

純 資 産 合 計

負 債 ・ 純 資 産 合 計

そ の 他 利 益 剰 余 金 7,935,390

資 本 剰 余 金

そ の 他 資 本 剰 余 金 25,923,299

電 話 加 入 権 3,312 株 主 資 本 33,958,689
ソ フ ト ウ ェ ア 29,002 資 本 金 100,000

投資その他の資産 409,146 利 益 剰 余 金

工 具 器 具 備 品 496,264

建 設 仮 勘 定 82,846

無 形 固 定 資 産 32,315

車 両 運 搬 具 3,140,000

【 純 資 産 の 部 】

負 債 合 計機 械 装 置 3,787,843 39,437,972

建 物 12,225,889 そ の 他 5,486

構 築 物 11,821,939

有 形 固 定 資 産 61,686,722 長 期 借 入 金 30,334,196

土 地 30,131,939 退 職 給 付 引 当 金 470,243

そ の 他 9,432

固 定 資 産 62,128,183 固 定 負 債 30,809,925

66,728

1,410,863 預 り 金 17,645

そ の 他 預 り 保 証 金 54,760

前 受 運 賃 386,846

未 収 金

15,588前 払 費 用

有 価 証 券 1,140,000 未 払 費 用 634,258

貯 蔵 品 41,818 未 払 法 人 税 等 224,441

未 収 運 賃 203,340 未 払 金 4,023,809

【 資 産 の 部 】 【 負 債 の 部 】
流 動 資 産 11,268,478 流 動 負 債 8,628,046

貸貸　借借　対対　照照　表表
（2019年3月31日現在）

（単位：千円）

科 目 金 額 科 目 金 額

現 金 及 び 預 金 8,390,138 短 期 借 入 金 3,276,852
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自 年 4月 1日
至 年 3月 31日

（注）記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

570,641

△ 32,368

852,661当 期 純 利 益

法 人 税 等 調 整 額 538,273

法人税、住民税及び事業税

損損　益益　計計　算算　書書

科 目

281

2018
2019

1,470,241

金 額

（単位：千円）

営 業 収 益

減 価 償 却 費

運 輸 収 入

運 輸 雑 収

7,347,006

8,557,134

260,114

営 業 費

受取利息及び配当金

運 送 費

営 業 外 収 益

受 託 手 数 料

有 価 証 券 利 息

営 業 利 益

一 般 管 理 費

諸 税

雑 支 出

営 業 外 費 用

雑 収 入

1,633 220,394

支 払 利 息

14,205

218,761

賠 償 金 収 入 7,712

1,390,935

1,390,935

税 引 前 当 期 純 利 益

経 常 利 益

141,088

689

118,198

2,388,653

8,817,248

4,487,413

318,727

152,212
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（単位 : 千円）

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

100,000      25,923,299      7,082,728            33,106,028     33,106,028

当 期 純 利 益 -               -                    852,661               852,661          852,661

-               -                    852,661               852,661          852,661

100,000      25,923,299      7,935,390            33,958,689     33,958,689

（注） 記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。

2018 年 4 月 1 日 残 高

事 業 年 度 中 の 変 動 額

事業年度中の変動額合計

2019 年 3 月 31 日 残 高

株株 主主 資資 本本 等等 変変 動動 計計 算算 書書

自 2018 年 4 月 1 日

至 2019 年 3 月 31 日

株　　　　　主　　　　　資　　　　　本

純 資 産
合 計

資 本 金
株 主 資 本
合 計そ の 他

資 本 剰 余 金
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1. 重要な会計方針に係る事項に関する注記

資産の評価基準及び評価方法

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

市場価格のあるもの

② 棚卸資産の評価基準及び評価方法　・・・　貯蔵品は個別法による原価法

固定資産の減価償却の方法

① 有形固定資産（リース資産を除く）

構築物に含まれる鉄軌道事業取替資産　・・・　取替法によっております。

上記以外の資産　・・・・・・・・・・・・・　定額法によっております。　

なお、主な耐用年数は次のとおりです。

建物　38年～50年、構築物　20年～57年、車両運搬具　24年、機械装置　9年～20年　　

② 無形固定資産

③ リース資産

引当金の計上基準

退職給付引当金　・・・・・・・・　

消費税等の処理方法　・・・　消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。

2. 表示方法の変更に関する注記

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」等の適用

3. 貸借対照表に関する注記

担保に供している資産及び担保に係る債務

① 担保に供している資産

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

合　計 千円 ( 千円 )

② 担保に係る債務

　 千円 ( 千円 )

千円 ( 千円 )

合　計 千円 ( 千円 )

上記のうち(  )内書は軌道財団抵当並びに当該債務を示しております。

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価
は移動平均法により算定）を採用しております。

(1)

「『税効果会計に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第28号　2018年2月16日）等を当事業年度の
期首から適用しており、繰延税金資産は投資その他の資産の区分に表示し、繰延税金負債は固定負債の
区分に表示しております。

8,751,048 8,751,048

短期借入金 2,036,852 2,036,852

長期借入金 6,714,196 6,714,196

工具器具備品 496,264 496,264

61,603,875 61,603,875

車両運搬具 3,140,000 3,140,000

機 械 装 置 3,787,843 3,787,843

12,225,889 12,225,889

構 築 物 11,821,939 11,821,939

(1)

(2)

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（5年）に基づく定額法によって
おります。

(3)

従業員の退職給付の支給に備えるため、自己都合による期末要支給額を計
上しております。

(4) 設備資金借入に係る開業時までの支払利息は、建設原価として建物等の固定資産の取得原価に含まれ
ております。

(5)

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

(1)

土 地 30,131,939 30,131,939

建 物
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有形固定資産の減価償却累計額 千円

4. 株主資本等変動計算書に関する注記

発行済株式の総数に関する事項

株 - - 株

5. 税効果会計に関する注記

千円

千円

千円

千円

千円

千円

6. 関連当事者との取引に関する注記

主要株主

東京都からの借入金は無利息、最終償還日は2033年3月25日です。

価格等の取引条件は、市場実勢等を参考にして、その都度交渉の上で決定しております。

東京都からの長期借入金には1年内返済予定長期借入金を含みます。

取引金額には消費税を含めておりません。期末残高には消費税を含めております。

7. １株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 円 銭

(2) １株当たり当期純利益 円 銭

8. 金融商品の状況に関する注記

金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

② 金融商品の内容及びそのリスク

(2) 48,932,480

減　少当事業年度期首 当事業年度末

普通株式 1,008,780 1,008,780

株式の種類 増　加

1,310,173

75,661

278,207

主要株主
被所有
(79.9)

属性

議決権等
の所有
（被所有）
割合(%)

事業上
の関係

人員の
派遣

関係内容

役員の
兼任等

△ 1,031,966

繰 延税金資産小計

評 価 性 引 当 額

業務の受
託(注2)

科目

(1)

(注3)

東京都

(注2)

(注1)

(注4)

(1)

繰 延税金資産合計

営業債権として把握している運輸雑収の未収金は顧客の信用リスクがありますが、取引先別に未収金
の金額並びに期日管理を実施しております。借入金は一年以内に返済期日の到来するものを短期
借入金に、一年超のものを長期借入金としておりますが、いずれも設備に関する借入金で実質的に
は長期借入金であります。一部の借入金は変動金利であり、金利変動のリスクに晒されております。

当社は資金運用については、資金管理委員会を設け、その時の余剰資金と借入金の約定返済など
支払いのバランスを考慮の上、国債・地方債など安全性の高い金融資産への投資に限定しておりま
す。また、投機的な取引は行わず、資金調達については銀行借入による方針です。

845 24

33,663 12

1,074,237

繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳

減 価 償 却 費

退 職 給 付 引 当 金

そ の 他

160,274

取引の
内容

資金の借
入(注1)

4

期末残高
（千円）

会社等
の名称

17,360,000

1,347,236

長期借入
金（注３）

未収金

取引金額
（千円）

－

116,972
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金融商品の時価等に関する事項

（単位 ： 千円）

①

②

③

金融商品の時価の算定並びに有価証券に関する事項

① 現金及び預金

② 有価証券

（単位 ： 千円）

短期借入金及び長期借入金

（単位 ： 千円）

(注1）

長期借入金（1年内を含む）の時価については元利金の合計額を新規に同様の借入を行った場合
に想定される利率で割り引いた現在価値により算定しております。無利子の長期借入金（1年内を含
む）には東京都（17,360,000千円）沿線5市（7,500,000千円）が含まれております。

(2)

2019年3月31日（当期の決算日）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次
の通りです。

時　価 差　額

-

-

△ 3,679,458

貸借対照表
計上額

有価証券

現金及び預金 8,390,138

1,140,000

33,611,048短期借入金及び長期借入金

これらの時価については、日本証券業協会が公表した売買参考値等によっております。
なお貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額は以下のとおりです。

1,140,000(１)譲渡性預金 1,140,000 -

差　額

1,140,000 1,140,000

種　類
貸借対照表
計上額

時　価

-

時価が貸借対照
表計上額を超え
ないもの 小 計

1,140,000 -

差　額借入金の種類

有利子

無利子

一年内返済予定
長期借入金

貸借対照表
計上額

時　価

合 　　計 1,140,000

③

2,034,408 △ 2,443

1,240,000 1,215,984 △ 24,015

2,036,852

長期借入金
有利子 6,714,196 6,789,111 74,915

無利子 23,620,000 19,892,085 △ 3,727,914

合 　　計 33,611,048 29,931,589 △ 3,679,458

8,390,138

1,140,000

29,931,589

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額に
よっています。なお外貨建ての現金及び預金はありません。
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長期借入金の返済予定額 （単位 ： 千円）

金銭債権の決算日後の償還予定額 （単位 ： 千円）

(注2）

(注3）

合　　　　計 9,530,138 -

1年超～
2年以内

2年超～
3年以内

3年超～
4年以内

4年超～
5年以内

5年超 合　　計借入先別 1年内返済

-　 500,000 500,000 6,500,000 7,500,000

東京都 1,240,000 1,240,000 1,240,000 1,240,000 1,240,000 11,160,000 17,360,000

658,444 286,068 -　 -　 3,213,048

沿線5市 -　

現金及び預金

有価証券

19,238,000 33,611,048

1年以内 1年超3年以内

8,390,138 -

合　　計 3,276,852 3,055,684 2,690,444 2,818,068 2,532,000

1,140,000 -

-　

日本政策投
資銀行

792,000 792,000 792,000 792,000 792,000 1,578,000 5,538,000

民間銀行 1,244,852 1,023,684
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